
（様式①）

[健康福祉局] ７款６項５目 公害・石綿健康被害対策事業費（単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 公害健康被害補償事業 529,442 5,627 534,248 5,218 △ 4,806 409

2 公害保健福祉事業 1,108 277 1,165 292 △ 57 △ 15

3 環境保健事業 5,438 0 5,674 0 △ 236 0

4
環境保健サーベイラン
ス調査事業

2,196 0 2,196 0 0 0

5 石綿健康被害対策事業 15 0 15 0 0 0

計 538,199 5,904 543,298 5,510 △ 5,099 394

事　業　計　画　書　目　次

増△減（４－３）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 保健事業
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

7-6-5
1事業区分

歳出予算科目 7 6 5

事業名称 公害健康被害補償事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 分担金及び負担金 市債 一般財源

0 5,627
補助事業 23,096 21,548 1,548

令和４年度 529,442 21,548 0 9 502,258

4,079
令和３年度 534,248 21,130 0 9 507,891 0 5,218

単独事業 506,346 9 502,258

0 409

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 4,806 418 0 0 △ 5,633

520,000
3,754 19,347 5,848 6,000 6,000 6,000

予
算

540,893 574,483 535,060 520,000 520,000

事業概要
「公害健康被害の補償等に関する法律」に基づき、公害健康被害者及びその遺族に対し、各種補償給付の支給を行うと
ともに、認定更新及び障害程度の見直しを行います。公害健康被害の補償等に関する法律事務担当者第２（関東）ブ
ロック会議等へ参加します。

事業開始年度 昭和４６年度

根拠法令・方針決裁等 公害健康被害の補償等に関する法律等（詳細下記）・方針に関する決裁有（昭和４６年）

決
算

509,561 531,182 489,035
2,312 13,087 3,898

単位

事業目的・効果
(必要性)

法定受託事務として、各扶助事業等の法による事業を行います。これにより、公害健康被害者及びその遺族に対する安
定的な補償が期待されます。

根拠・データ等

【根拠法令等】
　公害健康被害の補償等に関する法律
　横浜市公害健康被害者救済要綱
　横浜市公害健康被害認定審査会条例
　横浜市公害健康被害診療報酬審査会条例
　横浜市公害健康被害補償事業及び環境保健事業に伴う文書料等の請求に関する要綱

【事業データ等】
①-１　扶助事業費
　公害健康被害者及びその遺族に対する各種補償給付の支給
　【参考：令和元年度、２年度実績、３年度見込】
　　医療費　　　　　令和元年度 6,743件　令和２年度 5,743件　令和３年度見込 6,221件
　　障害補償費　　　令和元年度 3,948件　令和２年度 3,854件　令和３年度見込 4,087件
　　遺族補償費  　  令和元年度   106件  令和２年度    96件　令和３年度見込   105件
　　遺族補償一時金  令和元年度     1件  令和２年度     3件　令和３年度見込  　 3件
　　療養手当        令和元年度   801件  令和２年度   712件　令和３年度見込   834件
　　葬祭料       　 令和元年度     0件  令和２年度     3件　令和３年度見込  　 4件
　
①-２　事業費
１.審査会経費
　ア　横浜市公害健康被害認定審査会条例に基づき開催する横浜市公害健康被害認定審査会及び横浜市公害健康
　　被害診療報酬審査会の運営経費
　　　・横浜市公害健康被害認定審査会　　　毎月１回開催
　　　　公害健康被害者の認定更新及び障害程度並びに死亡時における指定疾病の起因率について答申を行う。
　　　　※不服申し立て等があった場合は、必要に応じ、部会を開催する。
　　　・横浜市公害健康被害診療報酬審査会　　　毎月１回開催
　　　　医療機関等からの診療報酬明細が、指定疾病に関わるものかについて答申を行う。
　イ　検査費
　　　 公害健康被害者の認定更新及び障害程度の見直しに必要な医学的検査の検査料及び主治医診断報告書の作成料等
　　　【参考：令和元年度、２年度実績、３年度見込】
 　　　認定更新         令和元年度 143件    令和２年度 126件　 令和３年度見込  83件
　　　 障害程度の見直し 令和元年度 347件　  令和２年度 360件 　令和３年度見込 323件
　ウ　認定給付事務費
　　　・認定更新及び障害程度の見直し並びに補償給付の支給に係る事務経費
　　　・公害健康被害補償等処理システム保守経費
①-３　人件費
　　1　委員報酬
　　　ア　横浜市公害健康被害認定審査会（不服審査会等委員分を含む）　　委員　１０名（医師８名、弁護士２名）
　　　イ　横浜市公害健康被害診療報酬審査会　　　　委員　５名（医師３名、薬剤師２名）
　　2　嘱託員雇用関係経費
　　　　認定給付担当業務を行う嘱託員の雇用関係経費（報酬、社会保険料）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

実績

目標

実績

529,442

課長 係長

細事業合計 529,442 534,248 ▲ 4,806

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 山田　洋 鈴木　英里 近藤　舞

534,248 ▲ 4,806 実績による減

事業スケジュール

昭和42年 公害対策基本法制定
昭和46年 横浜市独自「救済条例」にて公害健康被害に関する補償を開始
昭和48年 公害健康被害補償法施行
昭和62年 公害健康被害の補償等に関する法律施行

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

公害健康被害補償事業

1-1



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

インフルエン
ザ予防接種費
用助成事業

単位

人

本資料は、公正・適正に作成しました。 山田　洋 鈴木　英里 生末　慶子

1,165 ▲ 57 対象者の減少に伴う減

事業スケジュール

昭和４９年９月 「公害健康被害補償法」における公害保健福祉事業の実施について市長へ通知
　　　〃　　　 「横浜市公害健康被害者救済要綱」において市長の権限にて公害保健福祉事業の実施
昭和６３年３月 大気汚染状況の変化を踏まえて改正「公害健康被害の補償等に関する法律」
平成２６年度   転地療養事業参加者減により終了

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

公害保健福祉事業

課長 係長

細事業合計 1,108 1,165 ▲ 57

1,108

実績 13 12

目標 362 354 351 351 351 351 351

実績 134 88

リハビリテー
ション事業

（禁煙指導）

単位

回

事業目的・効果
(必要性)

公害保健福祉事業は、公害認定疾病により損なわれた被認定者の健康を回復させ、その回復した健康を保事させ及び増進させる等被認
定者の福祉を増進させる目的として、５つの事業①リハビリテーションに関する事業②転地療養に関する事業③療養用具支給事業④家
庭における療養指導に関する事業⑤インフルエンザ予防接種費用助成事業を実施すことが定められています。
　公害認定疾病である慢性呼吸器疾患（気管支ぜん息　慢性気管支炎　肺気腫）は、90年代以降吸入ステロイドの普及により、現在で
は適切な治療によって発作のない「健康な人と変わらない生活」を送ることができるようになっています。しかし、公害認定健康被害
患者の多くは、発作薬の使用に頼り悪化と寛解を繰り返しています。また、保険適応認可外の生物学製剤などの高額な薬剤を使用する
重症気管支ぜん息患者も年々増加傾向にあります。患者へ自身で治療の選択をし治療意欲を高められるよう知識の普及啓発を目的とし
たリハビリ教室による集団指導をはじめ、禁煙指導や家庭療養指導の個別指導の実施によって公害認定健康被害者の療養生活の質の改
善を目指すことが期待できます。また、インフルエンザの予防接種費用を助成することで接種率を高め、認定疾病の重症化を予防しま
す。
　③療養用具支給事業については、特級・1級の患者が事業対象者になりますが、横浜市は対象者がいないため、現在事業実施はありま
せん。

根拠・データ等

昭和４６年以来の本市の認定患者の総数は１，５７８人（市規則認定者を含む）

令和３年３月末時点の本市の認定患者の総数は３５１名（市規則認定者を含む）（市内：230名　市外：121名）
障害等級別患者数　特級・1級・・・・0名　　　　その他　生物学製剤治療者　　19名
　　　　　　　　　　　　2級・・・・24名     　　　　  ステロイド依存患者　20名
　　　　　　　　　　　　3級・・・・292名
　　　　　　　　　　　等級外等・・・・25名

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 13 13 13 13 13 13 13

事業概要
公害認定健康被害者に対し、家庭療養指導事業等公害保健福祉事業を実施することにより、公害認定健康被害者の健康の回復及び保
持・増進を図ります。

事業開始年度 昭和49年度

根拠法令・方針決裁等 公害健康被害の補償等に関する法律　第46条及び第48条　横浜市公害健康被害者救済要綱

決
算

683 749 648

55 42 174

1,108

275 301 313 277 277 277
予
算

1,098 1,201 1,252 1,108 1,108

0 △ 15

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 57 0 0 △ 42 0

0
令和３年度 1,165 873 292

単独事業

277
補助事業 0

令和４年度 1,108 831

区　分 金　額 国 県 分担金及び負担金 市債 一般財源

5

事業名称 公害保健福祉事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 76 38

令和　４年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 保健事業
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 7 6

家庭療養指導
事業

単位

人

目標 100 90 70 70 70 70 70
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

単位

0

0

目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 保健事業
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 7 6 5

事業名称 環境保健事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 分担金及び負担金 市債 一般財源

0
補助事業 0

令和４年度 5,438 0 5,438

0
令和３年度 5,674 5,674 0

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 236 0 0 △ 236 0

3,436
0 0 0 0 0 0

予
算

28,181 6,282 5,872 3,436 3,436

事業概要
　市民を対象として、環境汚染の影響による健康被害を予防し健康の確保を図り個別相談や講座などを行います。
　地域医療の基幹をなす福祉保健センター及び市民病院等に対し、ぜん息等に係る医療機器整備に要する経費を助成します。

事業開始年度 昭和63年度

根拠法令・方針決裁等
公害健康被害の補償等に関する法律、公害健康被害予防事業助成金交付要綱（独立行政法人環境再生保全機構）、独立行政法人
環境再生保全機構公害健康被害に係る助成事業の内容及び実施運営に関する通達

決
算

4,630 4,786 793
33 -2 1

個別ぜん息
相談者数

単位

人

事業目的・効果
(必要性)

　環境汚染の影響による健康被害について正しく理解し、対処法などの知識・技術を取得することで、市民が予防策を身に付け
ることができ、身体を健康な状態に保つことに繋がります。

根拠・データ等

【事業データ等】
１ 健康相談事業
　(1)個別ぜん息相談
　　成人・小児を対象に医師等によるぜん息等に関する健康相談及び生活指導を行う。
　(2)ぜん息予防等講演会
　　成人を対象としたぜん息に関する講演会を実施する。（定員200人）
　(3)小児ぜん息・アレルギー教室
　　小児を対象に医師等によるぜん息等に関する講話及び相談会を実施する。（定員90人）
　(4)その他
　　福祉保健センターに対し、ぜん息等に係る医療機器の消耗品を配布する。
２　機能訓練事業
　(1）リハビリテーション教室等
　　ぜん息等慢性呼吸器疾患に罹患している市民に対し服薬管理指導や呼吸筋リハビリ等を実施する。（定員140人）
３　医療機器整備事業
　　地域医療の基幹をなす福祉保健センター及び市民病院等に対し、ぜん息等に係る医療機器整備に要する経費を助成する。

 【参考：各事業実績】　　　　令和元年度　令和２年度　令和３年度（見込み）
　医療機器整備事業　　　　　　　　　0件　　 　　0件　　　　 0件
　個別ぜん息相談　　　　　　　　　　45人　　　　17人　　　　53人
　ぜん息予防等講演会　             151人　  新型コロナウイルス感染症流行の影響により実施せず
　小児ぜん息・アレルギー教室　　　　23人　  新型コロナウイルス感染症流行の影響により実施せず
　リハビリテーション教室等※令和２年度開始  新型コロナウイルス感染症流行の影響により実施せず

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 53 53 53 73 73 73 73

実績 45 17

118 0 118 禁煙指導実施に伴う増

目標

実績

5,320

0

0

課長 係長

細事業合計 5,438 5,674 ▲ 236

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 山田　洋 鈴木　英里 松田　暁音

5,674 ▲ 354 実施手法変更に伴う減

医療機器整備事業

事業スケジュール
・昭和63年度：健康相談事業、医療機器整備事業開始
・平成８年度：機能訓練事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

健康相談・機能訓練事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 山田　洋 鈴木　英里 広田　宗男

2,196 0

事業スケジュール

・昭和62年度：環境保健サーベイランスシステム構築のためパイロット事業開始
　　　　　　　（３歳児対象：～平成７年度、６歳児対象：～平成15年度）
・平成８年度：環境保健サーベイランス３歳児調査事業開始
・平成16年度：環境保健サーベイランス６歳児調査事業開始
（～継続実施中）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

環境保健サーベイランス調査（３歳児
及び６歳児）

課長 係長

細事業合計 2,196 2,196 0

2,196

実績

目標

実績

単位

事業目的・効果
(必要性)

昭和63年公害健康被害補償法改正（第一種地域指定解除）に伴い、地域人口集団 の健康状態と大気汚染との関係を定期的・継続的に観
察し、必要に応じて所要の措置を講ずることを目的としています。（36自治体に環境省が委託）

根拠・データ等

１ 環境保健サーベイランス３歳児調査(事業開始　平成8年度(昭和62年度～平成7年度はパイロット調査として実施))

                       H30年度実績  R元年度実績  R２年度実績  R３年度見込  R４年度見込
   調査票送付者数(人)  2,612        2,368        1,795        3,200        3,200
   回答者数(人)        2,354        2,102        1,562        2,880        2,880
   回答率（％）         90.1         88.8         87.0         90.0         90.0

２ 環境保健サーベイランス６歳児調査(事業開始　平成16年度(昭和62年度～平成15年度はパイロット調査として実施))

                       H30年度実績  R元年度実績  R２年度実績  R３年度見込  R４年度見込
   調査票送付者数(人)  2,407        2,503        2,343        2,700        2,700
   回答者数(人)        2,197        2,207        2,116        2,430        2,430
   回答率（％）         91.3         88.2         90.3         90.0         90.0

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

事業概要
環境省からの委託により本市で対象地域となっている鶴見区について、3歳児は3歳児健康診査の機会を利用し、6歳児は各小学校に依頼
して所定の質問票による呼吸器症状等の健康調査を実施します。
（事業開始年度：３歳児調査　平成８年度、６歳児調査　平成16年度）

事業開始年度 平成８年度

根拠法令・方針決裁等 中央公害対策審議会答申(昭和61年)　昭和62年国会付帯決議

決
算

1,702 1,754 1,733

5 41 116

2,196

0 0 0 0 0 0
予
算

2,431 2,141 2,191 2,196 2,196

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

0 0
令和３年度 2,196 2,196 0 0 0 0 0

単独事業 0 0 0 0 0

0 0
補助事業 2,196 2,196 0 0 0 0 0

令和４年度 2,196 2,196 0 0 0

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

5

事業名称 環境保健サーベイランス調査事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 保健事業
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 7 6

単位 目標
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 健康福祉 保健事業
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 7 6 5

事業名称 石綿健康被害対策事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 分担金及び負担金 市債 一般財源

0
補助事業 0

令和４年度 15 0 15

0
令和３年度 15 0 15 0

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

15

125 125 0 0 0 0
予
算

8,631 8,139 15 15 15

事業概要
  「石綿による健康被害の救済に関する法律」
 （以下「石綿新法」）に基づき、石綿健康被害者の救済給付にかかる
　各種申請、請求書類の進達、健康状態等相談業務を行います。

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等 【根拠法令】石綿による健康被害の救済に関する法律　【方針決裁】平成19年７月

決
算

3,963 3,528 2

67 70 △6

単位

事業目的・効果
(必要性)

　市民等からの石綿健康被害の救済に関する申請書類等を受付し、石綿健康被害救済給付制度の申請窓口である独立行政法人環境再生
保全機構（以下「機構」）に送付します。
　本事業は機構から委託された事業であり、送付件数に応じた委託料が市に支給されます。
　また、申請に関する問い合わせや申請用書類交付依頼、または申請書受付等の際、窓口での申請者本人やその家族の健康状態等の相
談対応可能な体制整備を行います。
　健康状態等の相談により、申請者の健康管理の一助となる効果が期待できます。
※環境省の委託を受けて実施していた石綿ばく露者の健康管理に係る試行調査（平成27年～）は、令和元年度をもって調査終了となっ
ています。

根拠・データ等

１　石綿新法救済給付申請受付業務
　　　　　　　　H29年度実績　H30年度実績　R元年度実績　R２年度実績　R３年度見込　R４年度見込　R５年度見込
受付件数（件）　５　　　 　　11　　　　　 ８　　　　　 ５　　　　　 10　　　　　 10　　　　　 10

２　石綿に関する健康相談受付件数
　　　　　　　　H29年度実績　H30年度実績　R元年度実績　R２年度実績　R３年度見込　R４年度見込　R５年度見込
受付件数（件）　115　　　　　102　　　　　92　         56　　　　　 80　　       80　　       80

参考　石綿ばく露者の健康管理に係る試行調査（平成26年度までは健康リスク調査業務）
　　　　　　　　H29年度実績　H30年度実績　R元年度実績　R２年度実績
対象者数（人）　63　　　　　 66　　　　　 63　　　　　 受託終了

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

実績

目標

実績

15

課長 係長

細事業合計 15 15 0

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 山田　洋 鈴木　英里 遠藤　涼

15 0

事業スケジュール

H18年度　石綿による健康被害の救済に関する法律に基づき、石綿健康被害者の救済給付業務を開始
　　　　 それに伴い、各種申請、請求書類の進達、健康状態等相談業務も開始
H19年度　環境省の委託を受けて、度石綿の健康リスク調査を開始（H26年度に終了）
H27年度　環境省の委託を受けて、石綿ばく露者の健康管理に係る試行調査を開始（R元年度に終了）
R4年度以降　石綿による健康被害の救済に関する法律に基づき、石綿健康被害者の救済給付業務及び、
　　　　　　各種申請、請求書類の進達、健康状態等相談業務を安定的に行います。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

石綿健康被害対策事業
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